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告告 示示

宮崎県告示第 154号

平成23年度において、物品等又は特定役務の調達手続の特例を定

める規則（平成７年宮崎県規則第69号）第２条第５号に規定する特

定調達契約に係る一般競争入札又は指名競争入札（以下「競争入札

」という。）に参加する者に必要な資格を次のとおり告示する。

平成23年３月７日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 調達をする物品等又は特定役務の種類

別表に掲げる種目のとおり

２ 競争入札の参加者の資格

物品の買入れ等の契約に係る競争入札の参加資格、指名基準等

に関する要綱（昭和46年宮崎県告示第93号。以下「要綱」という

。）に基づく知事の入札参加資格審査を受け、入札参加資格を有

すると認められた者であること。

３ 入札参加資格審査の申請の方法及び時期等

茨 申請の方法

要綱第３条第１項に規定する競争入札参加資格申請書（以下

「申請書」という。）及びその申請書に添付する書類（要綱第

３条第２項に規定する添付書類をいう。以下同じ。）は持参又

は送付（郵便にあっては、書留に限る。）により提出すること

。

なお、申請書類（申請書及びその申請書に添付する書類をい

う。以下同じ。）を提出する際は、参加希望の入札案件名を申

し出ること。

芋 申請書類の受付期間

申請書類は、随時（土曜日、日曜日及び祝日を除き、午前８

時30分から午後５時まで）受け付けるが、入札参加資格審査が

競争入札に間に合わないことがある。

鰯 申請書類の配布及び提出場所並びに申請についての問い合わ

せ先

宮崎県総務部総務事務センター物品担当 宮崎県宮崎市橘通

東２丁目10番１号 郵便番号 880－8501 電話番号0985（26）

7208

なお、申請書類は、県庁ホームページの「申請書ダウンロー

ド」の画面からダウンロード可能。

允 申請書類の作成に用いる言語及び通貨

申請書の作成に用いる言語及び通貨は、日本語及び日本国通

貨とする。

なお、申請書に添付する書類のうち外国語で記載したものに

は、日本語の訳文を付記し、又は添付すること。

４ 資格審査結果の通知

資格審査の結果は、郵便により通知する。

５ 資格の有効期間及び更新手続

茨 有効期間

資格を取得した日から平成23年９月30日までとする。

芋 有効期間の更新手続

有効期間の更新を希望する者は、平成23年７月１日から平成

23年７月31日までに（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）有効

期間更新の申請を行うこと。

６ その他

要綱に基づき資格を有している者（この告示の公表の際現に資

格の申請を行っている者を含む。）は、同じ種目の資格を要件と

する競争入札については、この告示による申請の必要はない。

別表

種 目営 業 種 目業 種

紙・文具文具・事務機類物品に関する業

種 事務機器

ＯＡ機器

視聴覚教材機器

印章

家電製品一般機械器具類

電気機器

通信機器



宮 崎 県 公 報平成 23年 ３ 月 ７ 日（月曜日） 第 2265号

害 2害

厨房機器

防災保安機器

工作機器

その他

医療機器医療・理化学機

器類 理化学機器

計測機器

介護福祉機器

農林水産業機器農林水産・土木

機器類 建設土木機器

土建用資材材料類

標識

塗料

諸材

車両販売・整備車両・船舶・航

空機類 船舶販売・整備

航空機販売・整備

バイク・自転車

平版活版印刷類

軽印刷

カラー印刷

フォーム印刷

特殊印刷

青写真

航空写真・マイクロ写真

医薬品薬品類

農業薬品

化学工業薬品

石油製品燃料類

高圧ガス

家具・木工家具・木工類

室内装飾・畳

寝具寝具・被服類

被服・装備品

消防・警察用品

靴・鞄

百貨百貨・日用品類

記念品・美術品

写真・カメラ

時計・貴金属

ガラス・陶器

楽器

スポーツ用品

金物・荒物・雑貨

食品

看板看板・旗類

旗・染物

シート・テントその他

肥飼料・種苗

書籍

古物買受

その他

電算機器賃貸業務サービス（役務

の提供）に関す 事務機器

る業種 その他

広告代理広告・宣伝

催事企画展示

デザイン制作

その他

電算処理（システム開発

を含む。）

電算業務

データエントリー

その他

クリーニングその他

運送

廃棄物処理

調査・研究・検査

その他

宮崎県告示第 155号

消防法（昭和23年法律第 186号）第13条の５第１項及び第17条の

９第１項の規定により委任した危険物取扱者試験及び消防設備士試

験の実施に関する事務を取り扱う事務所の所在地について、次のと

おり変更の届出があった。

平成23年３月７日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 事務所の名称

財団法人消防試験研究センター 宮崎県支部

２ 変更前の事務所の所在地

宮崎県宮崎市宮田町１番11号

３ 変更後の事務所の所在地

宮崎県宮崎市橘通東２丁目７番18号

４ 事務所の所在地を変更する日

平成23年３月７日

５ 変更の理由

支部で事務所の所在地を変更する必要が生じたため

宮崎県告示第 156号

平成23年１月26日発生の新燃岳の火山活動に関し、平成23年１月

30日から高原町の区域において災害救助法（昭和22年法律第 118号

）による救助を実施することとした。

平成23年３月７日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 157号

平成23年１月26日発生の新燃岳の火山活動に関し、平成23年２月

10日から都城市の区域において災害救助法（昭和22年法律第 118号

）による救助を実施することとした。

平成23年３月７日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 158号

次の医療機関を、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第

８号）第１条第１項に規定する救急病院と認定した。

平成23年３月７日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 名称及び所在地
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２ 救急病院の認定の有効期間

平成23年１月16日から平成26年１月15日まで

宮崎県告示第 159号

次の医療機関を、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第

８号）第１条第１項に規定する救急病院と認定した。

平成２３年３月７日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 名称及び所在地

所 在 地名 称

都城市立野町５－５－１小牧病院

２ 救急病院の認定の有効期間

平成23年２月１日から平成26年１月31日まで

宮崎県告示第 160号

次の医療機関は、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第

８号）第１条第１項に規定する救急診療所を辞退した。

平成23年３月７日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

名称及び所在地

宮崎県告示第 161号

電線共同溝の整備等に関する特別措置法（平成７年法律第39号）

第３条第１項の規定により、電線共同溝を整備すべき道路を次のと

おり指定する。

平成23年３月７日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

所 在 地名 称

宮崎市大坪西１丁目２番１号社会保険宮崎江南病院

宮崎市阿波岐原前浜4276番地 706医療法人財団志清会阿

波岐ヶ原病院

宮崎市新別府町船戸 738番地１宮崎市郡医師会病院

宮崎市霧島２丁目 260番地医療法人社団仁和会竹

内病院

宮崎市北高松町５番30号県立宮崎病院

日南市大堂津５丁目10番１号日南市立中部病院

都城市祝吉町5033番地１独立行政法人国立病院

機構都城病院

都城市早鈴町17街区１号社団法人八日会藤元早

鈴病院

都城市八幡町15街区３号宗正病院

都城市大岩田町5822番地３都城市郡医師会病院

えびの市大字原田3223番地えびの市立病院

高原町大字西麓 871番地国民健康保険高原病院

西都市大字妻1537番地西都医師会病院

西都市御舟町１丁目78番地医療法人隆徳会鶴田病

院

児湯郡都農町大字川北5202番地都農町国民健康保険病

院

日向市鶴町２丁目９番20号千代田病院

東臼杵郡門川町南町４丁目 128番地社会福祉法人恩賜財団

宮崎県済生会日向病院

東臼杵郡諸塚村大字家代2661番地諸塚村国民健康保険病

院

東臼杵郡椎葉村大字下福良1747番地５椎葉村国民健康保険病

院

延岡市新小路２丁目１番10号県立延岡病院

延岡市中川原町３丁目42番地医療法人伸和会共立病

院

西臼杵郡高千穂町大字三田井 435番地

１

高千穂町国民健康保険

病院

西臼杵郡五ヶ瀬町大字三ヶ所2109番地

１

五ケ瀬町国民健康保険

病院

所 在 地名 称

延岡市北浦町古江2492－１延岡市国民健康保険北

浦診療所

区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

延岡市北小路９番４地先から同市祖園

町一丁目３番８地先まで

国道 2

18号

国道

日南市春日町１番５地先から同市岩崎

二丁目11番地先まで

国道 2

22号

国道

都城市平江町22号17番２地先から同市国道 2国道
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特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第25条第４項の規

定により、次のとおり特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申

請があった。

平成23年３月７日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により

、岩戸土地改良区（高千穂町）の役員の住所変更について次のとお

り届出があった。

平成23年３月７日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 変更前

２ 変更後

栄町17号９番地先まで69号

公公 告告

定款に記載され
た目的

主たる事
務所の所
在地

代表者の氏名名 称
申請
年月
日

この法人は、

障害者や地域住

民に対して、自

立支援、地域参

加や交流、介護

予防に関する事

業を行い、もっ

て宮崎県内の福

宮崎県児

湯郡新富

町富田西

二丁目60

番地

清 岩男特定非営利

活動法人ハ

ッピーデイ

ズ

平成

23年

２月

17日

住 所氏 名役 名

高千穂町大字岩戸6328番地稲 葉 和 幸副理事長

住 所氏 名役 名

高千穂町大字岩戸6237番地３稲 葉 和 幸副理事長

祉及び保健の増

進に寄与するこ

とを目的とする

。

教育長訓教育長訓令令

宮崎県教職員住宅管理規程の一部を改正する訓令をここに公表する。

平成23年３月７日

宮崎県教育委員会教育長 渡 辺 義 人

宮崎県教育委員会教育長訓令第２号

本 庁

各出先機関

各教育機関

宮崎県教職員住宅管理規程の一部を改正する訓令

宮崎県教職員住宅管理規程（平成10年宮崎県教育委員会教育長訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この訓令は、平成23年４月１日から施行する。

宮崎県警察の組織に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

公安委員会規公安委員会規則則

改正後改正前

別表（第３条関係） 別表（第３条関係）

管 理 者所 在 地名 称

［略］

県立日南振徳商業高

等学校長

県立日南工業高等学

校長

県立日南農林高等学

校長

［略］

［略］

［略］

西弁分教職員住

宅

山川教職員住宅

中村教職員住宅

［略］

管 理 者所 在 地名 称

［略］

県立日南振徳高等学

校長

県立日南振徳高等学

校長

県立日南振徳高等学

校長

［略］

［略］

［略］

西弁分教職員住

宅

山川教職員住宅

中村教職員住宅

［略］
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平成23年３月７日

宮崎県公安委員会委員長 佐 藤 勇 夫

宮崎県公安委員会規則第２号

宮崎県警察の組織に関する規則の一部を改正する規則

宮崎県警察の組織に関する規則（昭和56年宮崎県公安委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（刑事部の分課）

第14条 刑事部に次の４課及び科学捜査研究所を置く。

捜査第一課

［略］

（捜査第一課）

第15条 捜査第一課においては、次の事務をつかさどる。

（１） 犯罪捜査一般（他の課の所管に属するものを除く。）に関

すること。

（２） 刑事警察運営に関する企画及び調査に関すること。

（３） 刑事関係の法令及び実務の研究指導に関すること。

（４） ［略］

（５） 犯罪手口（ぞう品、被疑者写真票、指名手配の対照に関す

るものを除く。）に関すること。

（６） 手配、共助に関すること。

（７） 渉外犯の捜査に関すること。

（８） ［略］

（９） 国際捜査共助に関すること。

（10） 犯罪統計に関すること。

（11） ［略］

（12）部内各課の連絡調整に関すること。

（13） ［略］

２ 捜査第一課に刑事企画指導室及び検視官室を置く。

３ 刑事企画指導室においては、刑事警察運営の企画、刑事関係法

令等の研究、渉外及び共助、犯罪統計、公判対応、刑事指導、刑

事教養並びに刑事研修に関する事務をつかさどる。

４ 刑事企画指導室に刑事企画指導室長を置き、警視又は警部をも

って充てる。

５ 刑事企画指導室長は、上司の命を受け、刑事企画指導室の事務

を掌理する。

６～８ ［略］

（刑事部の分課）

第14条 刑事部に次の５課及び科学捜査研究所を置く。

刑事企画課

捜査第一課

［略］

（刑事企画課）

第14条の２ 刑事企画課においては、次の事務をつかさどる。

（１） 刑事警察運営に関する企画及び調査に関すること。

（２） 刑事法令一般の調査及び研究に関すること。

（３） 刑事警察の指導、教養及び研修に関すること。

（４） 公判対応に関すること。

（５） 手配、共助（国際捜査共助を除く。）及び渉外に関するこ

と。

（６） 犯罪統計に関すること。

（７） 部内各課の連絡調整に関すること。

（８） 前各号に掲げるもののほか、本部長及び刑事部長の命ずる

事務に関すること。

（捜査第一課）

第15条 捜査第一課においては、次の事務をつかさどる。

（１） 殺人、強盗その他の凶悪犯の捜査に関すること。

（２） 暴行、傷害その他の粗暴犯の捜査に関すること。

（３） 窃盗犯の捜査に関すること。

（４） 人質犯罪及び誘拐犯罪の捜査に関すること。

（５） 過失犯の捜査に関すること（交通事件及び交通事故に係る

犯罪の捜査に関することを除く。）。

（６） 他の課の所管に属しない犯罪の捜査に関すること。

（７） ［略］

（８） 犯罪手口に関すること。

（９） ［略］

（10） ［略］

（11） ［略］

２ 捜査第一課に検視官室を置く。

３～５ ［略］
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（組織犯罪対策課）

第16条の２ 組織犯罪対策課においては、次の事務をつかさどる。

（１）～（９） ［略］

（10） ［略］

２～５ ［略］

（鑑識課）

第17条 鑑識課においては、次の事務をつかさどる。

（１） 犯罪鑑識（犯罪手口のうち捜査第一課の所管に属するもの

を除く。）に関すること。

（２）～（４） ［略］

（組織犯罪対策課）

第16条の２ 組織犯罪対策課においては、次の事務をつかさどる。

（１）～（９） ［略］

（10） 国際捜査共助に関すること。

（11） ［略］

２～５ ［略］

（鑑識課）

第17条 鑑識課においては、次の事務をつかさどる。

（１） 犯罪鑑識に関すること。

（２）～（４） ［略］

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

宮崎県公安委員会公告第２号

警備業法（昭和47年法律第 117号）第23条に規定する、警備員又

は警備員になろうとする者を対象とする検定を、次のとおり実施す

る。

平成23年３月７日

宮崎県公安委員会委員長 佐 藤 勇 夫

１ 検定の種別、級及び検定実施日時

※ 当日の受付は、午前９時から午前９時30分までの間に済ま

せること。

２ 実施場所

宮崎市清武町今泉丙2559番地１

宮崎県建設技術センター

３ 定員

15人（受付先着順とする。）

４ 受検資格

宮崎県内に住所を有する者又は宮崎県内の営業所に属している

警備員

５ 検定申請手続

茨 受付期間

平成23年４月22日画から５月６日画まで（県の休日を除く。

）の午前９時から午後５時まで

芋 検定申請書等提出先

受検者の住所地又はその属する営業所の所在地を管轄する警

察署（郵送による提出は認めない。）

鰯 提出書類

ア 検定申請書 １通

イ 住所地を疎明する書面（宮崎県内に住所を有する者に限る

。）

ウ 当該営業所に属していることを疎明する書面（宮崎県外に

住所を有し、宮崎県内の営業所に属する警備員に限る。）

エ 写真２枚（申請前６月以内に撮影した縦 3．0センチメート

ル、横 2．4センチメートルの大きさの正面、無帽、上三分身

公安委員会公公安委員会公告告

実 施 日 時級種 別

平成23年６月８日我午前９時30分から午

後５時ころまで

２級雑踏警備

像、無背景で、裏面に氏名及び撮影年月日を記載したもの）

オ 代理人が提出する場合は、申請者の委任状

６ 手数料

検定申請書を提出する際、１３，０００円相当額の宮崎県証紙により

納付すること。

納付された手数料については、受検辞退その他いかなる場合に

も返還しない。

７ 検定の方法等

学科試験及び実技試験により行う。

なお、学科試験を実技試験の前に行い、学科試験に合格しなか

った者に対しては実技試験を行わない。

また、実技試験においても、試験途中に合格点に達しないこと

が明らかとなった場合は、その者に対する試験を中断し、以降の

実技試験は行わない。

茨 学科試験の内容

ア 警備業務に関する基本的な事項

イ 法令に関すること。

ウ 雑踏の整理に関すること。

エ 人の雑踏する場所における負傷等の事故が発生した場合に

おける応急の措置に関すること。

芋 実技試験の内容

ア 雑踏の整理に関すること。

イ 人の雑踏する場所における負傷等の事故が発生した場合に

おける応急の措置に関すること。

８ その他

茨 受検票は、当日検定会場で交付する。

芋 受検に際しては、筆記用具、室内用運動靴を持参すること。

雨天時は雨合羽も持参すること。

鰯 この検定の実施に際して収集する個人情報は、この検定に関

する目的以外には使用しない。

允 本件に関する問い合わせは、宮崎県警察本部生活安全部生活

安全企画課警備業係（電話代表0985-31-0110）に行うこと。
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